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１．石油産業の環境（石油製品内需の推移と見通し）

☞ 2022年度の石油製品需要は、ピーク(1999年度)から39％減少

☞ 2027年度には2022年度対比4％減少（1999年度比41％減少）

→ 需要減による製油所合理化が進む可能性あり

         → ボトム留分（C重油・アスファルト）生産も減少傾向

出典：石油連盟『今日の石油産業2023』
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１．石油産業の環境（製油所と原油処理能力）

☞ 需要ピーク（1999年）に比べ、2024年4月には製油所数は半減（39⇒20）

☞ アスファルトを製造している製油所は9ヵ所

⇒2023年10月16日：操業停止

⇒2024年3月31日：操業停止予定

⇒2024年4月1日：合計 3,090,300バレル／日（製油所数19カ所）

出典：石油連盟『今日の石油産業2023』を一部加工
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１．石油産業の環境（原油処理能力と設計能力稼働率の推移）

☞ 石油製品内需の減少に伴い、石油元売は原油処理能力を削減

☞ 特にエネルギー供給構造高度化法 第1次～第3次告知に対応した結果、

過去10年で原油処理能力を25％削減

25％減
(▲1,169千B/日)

出典：石油連盟『今日の石油産業2022』を一部加工
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１．石油産業の環境（参考：精製プロセス）
☞ 原油は沸点の違いで各油種成分ができ、その内沸点の高い残油留分が重油、
 

アスファルトとなる

☞ 石油製品は連産品であり、特定の油種のみを生産することはできない

☞ 高度化法対応によりボトム留分（重油・アスファルト）は生産減

ｱｽﾌｧﾙﾄ
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２．アスファルトの需給環境（推移と今後の予測）

☞ 重油を含むボトム留分は高度化法対応により生産量減少

☞ 脱炭素化に伴う石油製品の需要減により、製油所のさらなる

        合理化は不可避

☞ アスファルトの目的生産物化が進展

☞ 需要 : 足元一定規模を維持。国土強靭化策も相まって堅調な需要を想定
※価格高騰の影響による舗装面積の減少あり

☞ 供給 : 目的生産物化により、需要に応じた供給量を維持しているものの

今後、製油所の合理化は不可避

需 要

供 給

☞ 1990年度以降、アスファルト合材製造量は需要減少に伴い

半減。一方で近年の減少ペースは鈍化

☞ 2020年閣議決定された国土強靭化計画により、2025年度

     までは底堅い需要を想定
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２．アスファルトの需給環境（推移と今後の予測）

出典：日本アスファルト合材協会発表資料を用いて当協会にて加工

＜アスファルト合材製造量・アスファルト需要推移（万㌧）＞
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足元の原油価格の動き
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２．アスファルトの需給環境（原油価格）

8月3日

サウジ100万

BDの自主減

産9月も継続

9月5日

サウジ・ロシアが12

月末まで自主減

産延長を発表

8月1日

フィッチが米国

債の格付け引き

下げを発表

9月13日

IEA月報

23年10-12月

大幅な石油

供給不足見

通しを示唆

9月12日

OPEC月報

24年まで石油

需要は堅調との

見方を維持
10月9日

イスラエル情勢

緊迫化、地政

学リスク上昇

10月5日

米EIA統計でガ

ソリン需要急減

が観測され需

要減退懸念に

10月18日

米国がベネズエラ

石油・ガス部門へ

の制裁緩和

10月24日

10月ユーロ圏

PMIが前月比

低下で石油需

要減退懸念

11月7日

10月中国輸出が

前年同月比6.4％

減。10月製造業

PMIも50未満とな

り、景気懸念に。

11月13-14日

OPEC月報が23年の需要

見通しを小幅上方修正、

米CPIも落ち着き、FRBの

利上げ停止期待が高まる

11月16日

過去最高水準の米原

油生産量や、米原油

在庫積み増しが需給

緩和予想に

ブレント

ドバイ

WTI

11月30日

OPEC＋が協調減

産の追加を見送り

失望売り

12月6日

米国ガソリン在庫

大幅積み増しとな

り需要懸念に

12月13日

FRBは政策金利

据え置きを決定。

一方、24年成長

率予想引き下げで

米景気減速懸念

12月18日

イエメン フーシ派に

よる船舶襲撃を受

け、BPらが紅海運

航回避を表明。海

上輸送混乱への

懸念が台頭

• 紅海周辺の治安悪化、スエズ運河通航回避の動き

• パレスチナ・イスラエル情勢の悪化

• 中国景気刺激策

• 米国等、非OPECプラスの原油増産

• OPECプラスの減産順守動向

• 中国景気減速による石油需要の伸び鈍化

＜今後の注目ポイント＞
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３．アスファルト供給における課題（設備/船舶）
（１）供給面の課題

①生産元売、製造拠点、出荷拠点

  ②物流体制（船舶）

☞ 設備老朽化に伴う補修費増による設備維持コスト増

☞ 原油価格等の上昇に伴い運転コストの上昇

☞ 老朽化に伴うリプレース船の船価上昇（鋼材価格上昇）

☞ 製造拠点減少に伴う二次基地向け転送増加・長距離化

☞ 船員の高齢化（慢性的な、成り手不足）

☞ 原油価格上昇に伴う燃料コスト増
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３．アスファルト供給における課題（タンクローリー）

（１）供給面の課題

③物流体制（タンクローリー）

☞ 廃業等により台数減少（過去5年で▲20％減）

☞ 原油価格上昇に伴う燃料コスト増

☞ 繁忙期に合わせて一定の車両確保が求められる一方、

需要減に伴う配送量減少により固定費負担は増加

☞ 運送会社の収益悪化により新車への入れ替えが進まず、
多くは老朽化（故障リスク大）

☞ ドライバー高齢化、慢性的な人材確保難、運送会社後継者不在
※2024年問題の深刻化
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３．アスファルト供給における課題（働き方改革）

（２）物流業界の働き方改革

①海上輸送

☞ 船員法の改正

使用者は労務管理上必要な情報を集約し、適切な措置（労働時間の

短縮、休日または有給休暇の付与等）の実施を義務付け

②陸上輸送

☞ 働き方改革関連法

ドライバーに年960時間を上限とする残業規制が2024年4月より

適用開始（2024年問題）

サステナブルなアスファルト供給体制の実現には、業界の
古い慣習で、非効率な運送会社等の負担となっている課題
への対応が急務。
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（参考）2024年問題とは

働き方改革関連法によって、2024年4月1日から「自動車運転業務に

おける時間外労働時間の上限規制」が適用されることで、運送・物流

業界に生じる諸問題を意味する。具体的にはドライバーの時間外労働

時間が年間960時間に制限される

☞ 月60時間超の時間外労働の割増賃金引上げ。2023年4月から、

現在の大企業同様、中小企業も割増率は50％に引き上げられる

☞ 上限規制に違反した場合、6ヵ月以下の懲役または30万円以下の

罰金が罰則として科される可能性あり

☞ 本来、働き方改革を目的としたものであるが、「会社の売上･利益

減少」「ドライバーの収入減少」により、廃業、ドライバーの離職

を加速させる恐れ

☞ 運送会社が事業を継続するためには、運送会社が相応の収益を

上げていくことが必要

３．アスファルト供給における課題
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３．アスファルト供給における課題（供給体制維持のために）

（３）アスファルト供給体制維持のために

①運送会社が事業継続可能なコストの回収

☞ 車両維持費

☞ 人件費

・人材確保

・収益性の高い業界への人材流出の食い止め

☞ 追加発生コスト（オーダーキャンセル等）

②運転手の労働環境改善（働きやすい環境作り）

☞ 労働時間の縮減（早朝、深夜、休日配送の削減）

☞ 安全性の向上

③配送効率改善

☞ 不積みの削減
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３．アスファルト供給における課題

（３）アスファルト供給体制維持のために

＜ユーザーの皆様にご協力・ご配慮をお願いしたいこと＞

①オーダー関係

☞ 長時間待機の回避（積込後の時間変更等の回避） ＜労働環境、配送効率＞

☞ 受入時間の猶予 ＜労働環境、配送効率＞

・時間指定ではなく、時間幅の設定（午前納入、午後納入など）

☞ 確定オーダーの推進（確認オーダー、キャンセルの削減） ＜収益、配送効率＞

・キャンセル時の空車回送の回避

・ドライバーの待機に伴う運送会社の人件費負担の回避

☞ 不積み配送の削減＜配送効率＞

②受入設備関係

☞ タンク・ゲージ・配管等のメンテナンス ＜安全性＞

☞ 新設プラントでのタンク大容量化 ＜配送効率＞
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～さいごに～

＜サステナブルな供給体制の構築に向けて＞

☞ 脱炭素化の進展に伴う、国内石油需要減少により製油所の合理化は不可避

⇒ 今年度だけでも、アスファルトを生産している製油所が
２か所閉鎖（１か所は予定）

☞ 道路の新設・補修は、今後もなくなることはなく、道路舗装に必要な
アスファルト合材やストアスの安定的な供給は重要なテーマ

☞ 石油元売は、生産者として需要に応じたストアスの安定供給に努めていくが
そのためには流通、ユーザーを含む業界の協力が不可欠

☞ 業界全体が問題意識を共有し、相互に協力していくことが、供給体制の維持
が実現できるものと考える
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